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要点だけをしっかり掴む！ 
中小企業で活用する経営分析 

ジャンル：経営分析 サブジャンル：経営分析の目的  

組織風土分析の意義 
マクロ環境分析 

経済・金融フラッシュ ２０１６年６月１６日号 

【６月米ＦＯＭＣ】 
予想通り、政策金利据え置き。 

７月追加利上げの可能性は大幅に後退 

Ｗｅｅｋｌｙエコノミスト・レター ２０１６年６月９日号 

欧州経済見通し 
～緩やかな景気拡大、低インフレ、 

そして政治的な緊張も続く～ 

統計調査資料 

労働経済動向調査 (平成２８年５月)の概況 
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ユーロ圏では、内需主導の緩やかな拡大

が続いているが、国ごとの方向や水準、

ピッチのばらつきも目立つ。 

 

16年の実質GDPは1.6％と予測する。個

人消費は、低インフレによる実質所得押

し上げ効果は徐々に剥落するが、雇用所

得環境の改善が続き、緩やかに拡大しよ

う。著しく緩和的な金融環境は設備投資

の追い風となろう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＥＣＢの追加緩和の余地は、すでに踏み

込んだ緩和を実施している上に副作用の

懸念もあり、狭まっている。16年の財政

政策は全体ではやや拡張的だが、南欧、

フランスなど経済や雇用情勢が厳しい国

ほど財政政策の制約が強い。ユーロ圏は

構造的に金融政策に負荷がかかりやすい。 

 

国毎に景気の位相は様々だが、国民の既

存の政治に対する不満の高まりは広く共

通する傾向だ。各国の選挙では、主流派

政党の支持が低下、反緊縮や反ＥＵ・反

移民など従来の政策路線を否定する政治

勢力に支持が広がる傾向が鮮明になって

いる。ギリシャを除き、政局の変化が経

済活動に大きな影響を及ぼしたケースは

ないが、今後、６月23日の英国の国民投

票など大国で重要な政治イベントが相次

ぎ、その結果の重みは増す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ネットジャーナル 
「Ｗｅｅｋｌｙ 

エコノミスト・レター」 
要 旨 

ニッセイ基礎研究所 
２０１６年６月９日号 

欧州経済見通し
～緩やかな景気拡大、低インフレ、 
そして政治的な緊張も続く～ 

1 

 要  旨

ユーロ圏の実質ＧＤＰ（需要項目別） 

（資料)ともに欧州委員会統計局 

2 

3

今後の政治スケジュール 

4

「Ｗｅｅｋｌｙエコノミスト・レター」の全文は、当事務所のホームページの「ネットジャーナル」よりご確認ください。

ユーロ圏と主要国の実質ＧＤＰ（国別） 
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金融政策の概要：予想通り、政策金利を

据え置き 

 米国で連邦公開市場委員会（ＦＯＭＣ）

が６月14-15日（現地時間）に開催され

た。市場の予想通り、ＦＲＢは政策金利

を据え置いた。 

 今回発表された声明文では、景気の現

状認識について、成長率や家計消費の評

価を上方修正する一方、労働市場につい

ては回復ペースの鈍化を指摘した。 

 

金融政策の評価：ＥＵ離脱リスクも高ま

っており、７月追加利上げの可能性は後退 

 政策金利の据え置きは当研究所の予想

通り。もっとも、６月 23 日実施予定の

ＢＲＥＸＩＴに関する英国の国民投票に

ついて、ここに来てＥＵ離脱派が優位に

なっていることもあり、声明文や会合後

のイエレン議長の記者会見では、次回（７ 

月）会合での追加利上げを市場に織込ま

せることが出来なかった。 

 

声明の概要（金融政策の方針） 

¾ＦＦ金利の誘導目標を 0.25－0.50％ 

 の水準に維持（変更なし） 

¾政府機関債、ＭＢＳの償還分はＭＢＳ 

 へ再投資（変更なし） 

¾米国債の償還分は米国債へ再投資（変 

 更なし） 

¾ＦＦ金利の正常化が十分に進展するまで 

 この方針を続けることを見込む（変更なし）

会見の主なポイント 

 記者会見の主な内容は以下の通り。 

¾政策金利維持の理由 

9労働市場や経済に強弱材料が存在する 

 上、物価が目標水準を下回っている状 

 況において、金融政策に対して慎重な 

 アプローチをすべきと判断した。 

9世界経済に脆弱性は残っている。世界経 

 済が低調で、インフレ率が低く、先進国の 

 多くの国で非常に緩和的な金融政策を採 

 用している状況では、投資家の認識やリス 

 ク選好が急激に変化する可能性。 

 

ＦＯＭＣ参加者の見通し 

 ＦＯＭＣ参加者（ＦＲＢメンバーと地

区連銀総裁の 17 名）の経済見通しは下

記の図の通りである。前回（３月 16 日）

公表されたものと比較すると、16 年およ

び 17 年の成長率見通しが下方修正され

たほか、18 年の失業率も下方修正（失業

率は上昇）された。一方、16 年の物価見

通しは上方修正された。 

 

 

 

 

 

 

 

 要  旨 

ネットジャーナル 
「経済・ 

金融フラッシュ」 
要 旨 

ニッセイ基礎研究所 
２０１６年６月１６日号 

1 

2 

「経済・金融フラッシュ」の全文は、当事務所のホームページの「ネットジャーナル」よりご確認ください。 

【６月米ＦＯＭＣ】 
予想通り、政策金利据え置き。 
７月追加利上げの可能性は大幅に後退 

3 

4

5

（注）ＧＤＰとＰＣＥ価格指数は 10-12 月期の前年同期比伸
び率 

（資料）ＦＲＢ 

ＦＯＭＣ参加者の経済見通し（６月会合）
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１ 調査の目的 

 この調査は、景気の変動が雇用等に及ぼしている影響や今後の見通し等について調査し、労働経済の変 

化や問題点を把握するため、２月、５月、８月及び 11 月の四半期ごとに実施している。 

２ 調査の対象期日及び実施時期 

 全国で平成 28 年５月１日現在の状況について､平成 28 年５月１日～５月 15 日に実施した。 

３ 調査の対象 

 日本標準産業分類（平成 19 年 11 月改定）の建設業、製造業、情報通信業、運輸業，郵便業、卸売業，小売

業、金融業，保険業、不動産業，物品賃貸業、学術研究，専門・技術サービス業、宿泊業，飲食サービス業、生

活関連サービス業，娯楽業（その他の生活関連サービス業のうち家事サービス業を除く）、医療，福祉、サービ

ス業（他に分類されないもの）（外国公務を除く）に属し、30 人以上の常用労働者を雇用する全国の民営事業所

から抽出した 5,835 事業所を調査の対象とした。なお、抽出方法としては、産業別に常用労働者数による確率

比例抽出法を用いている(調査票回収数 2,802 事業所、有効回答数 2,748 事業所、有効回答率 47.1％)。 

４ 調査事項 

 事業所の属性に関する事項、生産・売上等の動向と増減(見込)理由に関する事項、雇用、労働時間の動

向に関する事項、常用労働者数、労働者の過不足感及び未充足求人数に関する事項、雇用調整等の実施状

況に関する事項、平成 29 年新規学卒者の採用計画等に関する事項 

５ 調査の方法 

 厚生労働省が郵送により調査票を配布・回収した。また、インターネットを利用したオンライン報告方式を併用している。

 

●主な用語の説明 

１ 労働者 

❶常用労働者 

 次のいずれかに該当する労働者をいう。なお、下記❷～❹は常用労働者の内数であるが、❺の派遣労働者は含まない。 

 ・期間を定めずに、又は 1 か月を超える期間を定めて雇われている者 

 ・日々又は１か月以内の期間を定めて雇われている者で、前２か月それぞれに 18 日以上雇われた者 

❷正社員等 

 雇用期間を定めないで雇用されている者又は１年以上の期間の雇用契約を結んで雇用されている者をい 

 い､下記❹のパートタイムは除く。なお、下記⑤の派遣労働者は含まない。 

（注）平成20 年２月調査から下線部分の追加により定義を変更し、併せて名称を「常用」から「正社員等」に変更。

❸臨時 

 １か月以上１年未満の期間を定めて雇用されている者及び期間を限って季節的に働いている者をいい、１か月 

 未満の雇用契約の者及びパートタイムは除く。(注）平成20 年２月調査から下線部分の追加により定義を変更。

❹パートタイム 

 １日の所定労働時間又は１週間の所定労働日数が当該事業所の正社員のそれより短い者をいう。 

（注）平成 20 年２月調査から下線部分を「一般労働者」から「正社員」に変更した。 

❺派遣労働者 

 ・労働者派遣法に基づいて他社（派遣元事業所）から当該事業所に派遣されている者をいう。 

経営 TOPICS 
      � 

「統計調査資料」 
抜 粋 

厚生労働省 
２０１６年６月１５日公表 

労働経済動向調査 

(平成 28 年５月)の概況 

調査の概要 
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（１）生産・売上額等 

 生産･売上額等判断 D.I.(平成 28 年４～６月期実績見込)は、調査産業計０ポイント、建設業７

ポイント、製造業マイナス１ポイント、卸売業,小売業５ポイント、医療,福祉マイナス５ポイン

ト、サービス業（他に分類されないもの）４ポイントとなった。 

 生産･売上額等判断 D.I.(平成 28 年７～９月期見込)は、調査産業計３ポイント、建設業１ポイ

ント、製造業６ポイント、卸売業,小売業マイナス１ポイント、医療,福祉６ポイント、サービス

業（他に分類されないもの）８ポイントとなった。(表１） 
   

表１ 主な産業別生産・売上額等判断Ｄ.Ｉ.（季節調整値） 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 注: 1)平成 27 年２月調査から会社以外の法人（信用金庫、一般財団法人、病院等）を調査対象に加えたため、時系列分析の 

    際には、注意が必要である。「医療，福祉」は会社以外の法人が９割を占めることから、この点に特に注意を要する。 

 注: 2)無回答を除いて集計している。 

   

（２）所定外労働時間 

 所定外労働時間判断 D.I.(平成 28 年４～６月期実績見込)は、調査産業計３ポイント、建設業

６ポイント、製造業２ポイント、卸売業,小売業４ポイント、医療,福祉マイナス２ポイント、サ

ービス業（他に分類されないもの）３ポイントとなった。 

 所定外労働時間判断 D.I.(平成 28 年７～９月期見込)は、調査産業計０ポイント、建設業４ポ

イント、製造業２ポイント、卸売業,小売業マイナス２ポイント、医療,福祉マイナス６ポイント、

サービス業（他に分類されないもの）５ポイントとなった。(表２） 
   

表２ 主な産業別所定外労働時間判断Ｄ.Ｉ.（季節調整値） 

 

 

 

 

 

 

 

 注: 1) 「医療，福祉」については表１の注 1)を参照。注: 2) 無回答を除いて集計している。

生産・売上額等、所定外労働時間、雇用の状況 1 

結果の概要 
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（３）正社員等雇用 

 正社員等雇用判断 D.I.(平成 28 年４～６月期実績見込)は、調査産業計 13 ポイント、建設業

９ポイント、製造業 12 ポイント、卸売業,小売業０ポイント、医療,福祉 36 ポイント、サービ

ス業（他に分類されないもの）14 ポイントとなった。 

 正社員等雇用判断 D.I.(平成 28 年７～９月期見込)は、調査産業計６ポイント、建設業５ポイ

ント、製造業９ポイント、卸売業,小売業２ポイント、医療,福祉２ポイント、サービス業（他に

分類されないもの）５ポイントとなった。(表３） 

 

表３ 主な産業別正社員等雇用判断Ｄ.Ｉ.（季節調整値） 

 

 

 

 

 

 

 

 注: 1) 「医療，福祉」については表１の注 1)を参照。注: 2) 無回答を除いて集計している。 

 

（４）パートタイム雇用 

 パートタイム雇用判断 D.I.（平成 28 年４～６月期実績見込）は、調査産業計２ポイント、建

設業０ポイント、製造業２ポイント、卸売業,小売業１ポイント、医療,福祉７ポイント、サービ

ス業（他に分類されないもの）９ポイントとなった。 

 パートタイム雇用判断 D.I.（平成 28 年７～９月期見込）は、調査産業計１ポイント、建設業

マイナス４ポイント、製造業１ポイント、卸売業,小売業１ポイント、医療,福祉５ポイント、サ

ービス業（他に分類されないもの）９ポイントとなった。(表４） 

 

表４ 主な産業別パートタイム雇用判断Ｄ.Ｉ.（季節調整値） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 注: 1) 「医療，福祉」については表１の注 1)を参照。注: 2) 無回答を除いて集計している。 

 

 
労働経済動向調査(平成 28 年５月)の概況の全文は、当事務所のホームページの「企業経営 TOPICS」よりご確認ください。
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企業経営情報レポート 

 

 

要点だけをしっかり掴む！ 

中小企業で活用する経営分析 
 

 

 

 

 

       財務分析の体系を理解する 

       ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

       実数分析の手法を理解する 

       ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

       比率分析の流れと体系を理解する 

       ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

       損益分岐点分析で黒字経営を実現する 

       ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

       管理会計で月次決算を行う 

       ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

       ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 
 
 
 
 

ジャンル：財務 

ポ イ ン ト 
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 財務分析は、損益計算書や貸借対照表などの決算書（財務諸表）をさまざまな観点から分析す

ることにより、会社の経営成績や財政状態の良否を判断することです。 

 財務分析を大きく分けると、「実数分析」と「比率分析」があります。実数分析は、財務諸表

の実数をそのまま利用して分析し、比率分析は、財務諸表の実数から関係比率または構成比率を

算出して分析します。 

 

 

 

 

 

 企業経営にとって資金は血液そのものです。営業活動によるキャッシュが出ているのか、その

キャッシュはどこに使われているのかを毎月把握することにより、今後の資金繰り対策にも役立

てることができます。また、キャッシュを増減させる取引を把握することで、どうすればキャッ

シュが増加するのかが見えてきます。 

 特に注目すべきポイントは、営業キャッシュフローの増減であり、これが企業経営における肝

であるといっても過言ではありません。営業キャッシュフローは、経営において生み出したキャ

ッシュであり、これがマイナスとなっていれば早急に対策を立てる必要があります。 

 

❶キャッシュフロー計算書のチェックポイント 

イ）営業キャッシュフローの増減はどうか ⇒増減の要因は何か 

ロ）投資キャッシュフローの増減はどうか ⇒営業キャッシュフローの範囲内で投資がされている

か 

ハ）財務キャッシュフローの増減はどうか ⇒調達・返済の額は適正か 

ニ）総合キャッシュフローの増減はどうか ⇒トータルでキャッシュが増加しているか 

 

 会社のキャッシュフローを見る場合、キャッシュを色分けして「何のためのキャッシュ」であ

るかを見る必要があります。 

 キャッシュが増加していても、それが営業活動によるキャッシュフローによる増加なのか、財

務キャッシュフローつまり、借入や増資等による増加なのかを確認するということです。 

 理想は、営業キャッシュフローがプラスであり、かつ、投資は営業キャッシュフローの範囲内

で行なわれていることです。 

 もし、投資を営業キャッシュフローの範囲を超えて行なった場合、現在のキャッシュを減らす

か、借入等で資金調達をすることになります。したがって、近い将来資金繰りにも影響を及ぼす

ことになります。 

1 財務分析の体系を理解する 

2 実数分析の手法を理解する 

キャッシュフロー分析で資金別の推移を把握する 
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 比率分析には、①収益性、②生産性、③安全性、④成長性の４つの視点があります。 

 これらの分析は、密接に関連していますので、比率分析を行う際は、流れと体系を整理する必

要があります。比率分析の流れは、下図のようになります。 

 

■比率分析の流れと体系 

 

 

 

 

 

 

 まず始めに、会社が儲かっているか「収益性」を調べます。これは損益計算書を見て、売上高

経常利益率などの各種利益率が、同業他社や業界平均よりも良いのか悪いのかを比較します。ま

た、計画値と比べてどうなのかもチェックします。次に「生産性」のチェックです。人の動きに

ついては、労働生産性や労働分配率をチェックします。そして、貸借対照表から「安全性」を調

べます。資産と負債を見て支払能力があるか、負債と純資産の割合を見て借金体質になっていな

いかどうか、「資産の部」の流動資産と固定資産の内訳を見て、会社の費用構造を予想すること

などです。最後にチェックするのが「成長性」です。 

 これは、売上高や粗利益率、営業利益、経常利益の伸び率などを時系列で分析し、会社の成長

性を確認するためのものです。各分析で用いる指標は下記の通りにまとめられます。 

 

■比率分析で使用する主な指標 

①収益性…総資本経常利益率、売上高経常利益率、総資本回転率など 

②生産性…労働生産性、労働分配率など 

③安全性…流動比率、当座比率、固定比率、固定長期適合率、自己資本比率など 

④成長性…対前年売上高伸び率、各利益の伸び率など 

 

 

 

 経営指標は決算書が出来てから初めて見るものではなく、月次業績管理の中でも把握する必要

があります。業界平均値や業界優良企業との比較で、自社の経営力のレベルを測ることができ、

今後の目標設定にも役立たせることができます。 

収益性、安全性、生産性、成長性の４つの視点から見る 

3 比率分析の流れと体系を理解する 

経営指標を毎月把握し経営改善のポイントを探る 

損益計算書で 

経営成績を分析 

①収益性 

ヒト、モノなど

の経営資源の

活用度を分析

②生産性 

貸借対照表で 

財政状態を分析

③安全性 

期間比較で会社

の成長性を分析

④成長性 
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 損益分岐点とは、収益の額と費用の額が等

しくなる点、すなわち利益も損失も生じてい

ない売上高、いわゆる採算点をいいます。 

 損益分岐点は、売上金額だけでなく、工場

の操業度や販売個数などによって表すこともできます。損益分岐点売上高は右のように固定費を

限界利益率で除して求めます。 

 

 

 現状または想定している売上高が、損益分岐点売上高と比較してどの位置にあるのかを示すの

が損益分岐点比率であり、100%から損益分岐点比率を差し引いたものが経営安全度です。 

 これらは、以下の算式で表されます。 

 

■損益分岐点比率＝損益分岐点売上高÷実際売上高（％） 

■経営安全度 ＝（売上高－損益分岐点売上高）÷実際売上高（％） 

 

 損益分岐点比率は低いほど、現状または想定している売上高が損益分岐点売上高を上回ってい

ることを意味し、損益構造上望ましいです。経営安全度については、高ければ現状または想定し

ている売上高が損益分岐点売上高に対して余裕を持っていることを表しています。 

 

 

 損益分岐点を求める算式により、損益 

分岐点を図表化することができます。 

 この図表により損益分岐点を可視化で 

きるばかりだけでなく、利益を増加させ 

る方法をコスト面からイメージすること 

ができます。 

 

  

 

 

 

 

 

4 損益分岐点分析で黒字経営を実現する 

損益分岐点とは 

              固定費 

             限界利益率 
損益分岐点売上高 ＝ 

損益分岐点比率で自社の経営安全度がわかる 

損益分岐点図表  （売上・費用・損益関係図） 

 

■損益分岐点図表 

●収益と費用のバランスがとれているか 

●どの商品が利益に貢献しているのか 

●誰が売上に貢献しているのか 

●どの地域や店舗が不採算地域なのか 

●将来投資がどの位組み込まれているか 

■損益分析から判断すべき点 
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 月次決算は、財務会計のような正確性よりも、早く実績数値を集計し、その結果の振り返り、

改善策の検討、見直しの実行を行い、収益の増大を図るという迅速性を重視しています。この集

計の迅速性を実現させるためには、財務会計方式よりも、管理会計方式の変動損益決算による方

法のほうが優れています。 

 管理会計とは、結果の表示ではなく、現時点と将来に向かって利益を増大させることを目的と

した会計制度です。したがって、未来会計であると言えます。 

 上記目的のために、いち早く経営実態を月次単位で把握し、月次決算によって翌月の取組みを

検討し即実行するスピードが重視されます。 

 この管理会計は、財務会計が税法上定められた会計方式であるのに対し、内部管理資料として

位置づけられるものであり、２本立てとなるのはやむを得ません。 

 

①年度末決算書は、１年間の経営活動の結果の合計数値だけで、月別の動向やその過程、各部

署別の業績を示していない。 

②在庫の計上方法によって損益が変動するため、正しい経営状態を掴めない。 

③財務会計の決算書は、すべて金額だけの表示であって、一人当りの固定費効率など単位当り

の実績を掴むことができない。 

④原価が変動的な費用と固定的に消費される費用とに区分されていない。 

⑤各部署別に赤字か黒字かを示す損益分岐点売上高が分からない。 

⑥キャッシュ・ベースの利益が分からない。 

⑦財務会計上で要求される原価計算は、操業度や稼働率が変われば、単位当りの原価も変化す

るはずであるが、その実態を正確に示していない。 

⑧財務会計上の決算書は、諸規程に基づいて作成されるので、経理担当者以外の現場の営業、

生産担当者には、難解で理解されにくい。 

⑨工場の原価計算上では、労務費、製造経費、設備費などを配賦する基準に、各製品の直接作

業時間とか、完成量の割合、使用面積の割合などを用いるが、活動基準原価計算の場合とで

収益差が生じ、機会損失を生じさせるケースが多い。 

 管理会計は、変動損益計算で行いますが、これは、原価計算の考え方を応用したものです。利

益管理上でも、経営戦略を展開する場合でも、大変に活用できるツールであり、実務面で多くの

メリットがあります。 

レポート全文は、当事務所のホームページの「企業経営情報レポート」よりご覧ください。 

5 管理会計で月次決算を行う 

なぜ、管理会計で月次決算をおこなうのか？ 
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経営データベース  

 
 

組織風土分析の意義 
 「組織風土分析」は経営分析の必須要件の一つですが、良い企業の「組織風

土」とは一体どのようなものですか。そして、その改善の意義とは何ですか。 

 

 会社には個性があり、その雰囲気というものは、各社によって異なるものです。 

 この「独特の雰囲気」が組織風土であり、いわば「会社の常識と習慣」と呼べる

ものです。社員は、この組織風土に無意識のうちに影響され、ものごとを判断し、

行動しています。社員の行動に影響を及ぼすという点から、この組織風土も、先述

した「経営理念」と同じく「見えない資産」という側面をもっています。 

 そしてこれは、長年の経営者の考え方やリーダーシップ等によって形勢されています。  

■組織風土をみる３要素 

 組織風土には ❶規範性 ❷共有性 ❸学習性 の３つの要

素があり、良い組織ではこれらが活かされ、そしてバランスよ

く保たれているものです。 

❶規範性の例 

●定期的な会議や決まった時間に朝礼、掃除が行われる仕組

 みがある 

●挨拶がきちんとおこなわれ、組織の規律が保たれている 

●管理システムが機能している 

❷共有性の例             ❸学習性の例 

●経営理念、経営方針等の共通認識 

●会議、ミーティング、個別面談 

●志が共有されている  

 
■停滞している企業の組織風土の共通点 

 停滞している組織にみられる共通点としては、以下のようなことが挙げられます。 

❶理念・ビジョンがない 

❷理念・ビジョンに対する重要性の認識が低い 

❸社員の現状満足意識を容認している 

❹新しいビジョンに立ちふさがる生涯の発生を許している 

❺変化を起こすための動機付けがなされていない 

❻成功体験を積ませていない 

❼リーダーシップが発揮されていない、またはその働きかけが弱い 

ジャンル： 経営分析 ＞ サブジャンル： 経営分析の目的 
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●目標達成のために必要なことの習得度合い 

●成熟性レベルが高いか否か 

●教育必要点の把握   
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経営データベース  

 
 

マクロ環境分析 
       経営分析におけるマクロ環境分析の「マクロ環境」の要因とは、どのような 

      ものがありますか。 

 
 自社をとりまくマクロ環境の動向を、政治、経済、社会、技術の４つの視点から

ながめ、その環境の変化が自社の経営にどのような影響を与えるのか、その機会と

脅威に分析します。  
  

❶経済的環境要因 

 経済的な環境要因としては、まずＧＤＰ成長率、金利動向、為替動向、物価水準等、企業活動に影

響を与える基本要因については、過去３年分とこれからの３年分に関する数字をおさえておきます。 

 また、経済的要因については、自社の経営活動に関係の深い要因の動向をおさえておくことが重要です。 

❷政治的環境要因 

 政治的な環境要因については、消費税、法人税、持株会社関連の規制、特定事業規正法の動向

等、自社事業に関連した政治環境要因の動向を把握しなければなりません。政治環境要因は、経

済のように連続的に変化するのではなく、規制緩和等の措置により、短期間で急激に変化するこ

とがあるので、法案の審議状況や法律改正の影響等を注視する必要があります。 

❸社会的環境要因 

 自社の事業に関連した要因にも気を配る必要があります。例えば、若年層をターゲットにした事業であれ

ば、「若年層人口の動向やライフスタイルの変化、トレンドの変化」の要因の動向を分析する必要があります。 

❹技術的環境要因 

 自社事業に影響を与える技術的要因も分析します。例えば、半導体関連事業であれば半導体技術の

動向、通信関連事業であればコンピュータや情報通信技術の動向、というように技術の進歩や革新に

ついての見通しを分析します。また、技術的環境要因は、「自社の事業に直接関係する要因」のみが

重要であるとは限りません。例えば、インターネットの普及で情報伝達の仕組みが大きな変化を遂げ

ましたが、これによって各社の営業業務の体制は大きく変貌したところも多いでしょう。このように、

技術の発展は、営業業務のあり方そのものまで変革させてしまうケースがあり得るのです。  

❺マクロ環境変化への対応 

 マクロ環境要因は、無数に存在し、どれだけ盛り込んでも網羅することができるものではあり

ません。したがって、自社の事業の特徴をつかんだうえで、重要な項目に絞って、その動向や自

社への影響、対応方法を分析するのがよいでしょう。 

 またその際は、できれば同じ情報ソースから、継続的にデータをとるようにし、一貫性をもっ

た情報をもってその分析材料とするべきでしょう。 

2 

ジャンル： 経営分析 ＞ サブジャンル： 経営分析の目的 


